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モダンメディア　67 巻 2 号 2021［話題の感染症］ 25

はじめに

　水痘は水痘帯状疱疹ウイルス（varicella-zoster vi-

rus; VZV）による初感染の病態で、ワクチンで予防
可能な疾患（vaccine preventable diseases; VPD）の
ひとつである。2014 年 10 月に定期接種対象疾患に
定められ、2020 年 9 月現在、定期接種導入後約 6

年を経て国内の水痘疫学像にも変化がみられてきて
いる。

Ⅰ. 水痘の臨床像

　水痘は発熱と全身性の水疱性発疹（様々な段階の
発疹が混在）を主症状とし、小児においては一般に
は軽症であることが多いが、皮膚の細菌性二次感染
や肺炎、神経合併症など、多くの合併症も知られて
いる。成人や乳児、免疫不全の場合には重症化のリ
スクがあり、時に致命的となりうる。水痘の致命率
は、ワクチン導入前の 1990 ～ 1994 年の米国におい
て 1 ～ 4 歳で水痘罹患者 10 万人あたり 0.8（0.4 －
1.3）に対して、20 歳以上では 21.3（15.8 － 26.8）と
報告されている 1）。妊娠中に罹患すると母体が肺炎
などを伴い重症化しやすいと同時に、妊娠早期の場
合には胎児死亡や先天性水痘症候群（妊娠 8 ～ 20

週の罹患で発症頻度約 2％）を発症するリスクがあ
るほか、出産の 5 日前～出産後 2 日の間に母体が水
痘を発症した場合には、児が重症水痘を発症し、致
命率が高い 2）。
　水痘罹患後には VZV が脊髄後根神経節等に終生
潜伏感染する。帯状疱疹は潜伏感染した VZV の再
活性化により発症し、VZV の再活性化には加齢や

水痘ワクチン定期接種化で水痘発生動向はどう変わったか
Change of varicella epidemiology in Japan after the introduction varicella vaccine 
into childhood routine immunization program

話題の感染症

森
もり

　野
の

　紗
さ

衣
え

子
こ

：多
た

　屋
や

　馨
けい

　子
こ

Saeko MORINO Keiko TANAKA-TAYA

国立感染症研究所  感染症疫学センター
〠162 -8640  東京都新宿区戸山 1- 23-1

Infectious Disease Surveillance Center, National Institute of Infectious Diseases
(1-23-1Toyama, Shinjuku-ku, Tokyo Japan.)

細胞性免疫の低下等の関与が指摘されている。すな
わち、水痘の罹患により、以後帯状疱疹発症のリス
クも伴うこととなる。帯状疱疹もまた、帯状疱疹後
神経痛（PHN; post-herpetic neuralgia）や発症部位
に応じた様々な合併症、播種性帯状疱疹など、長期
にわたる後遺症や命に関わる合併症を来たしうる。
　また、水痘ワクチン接種後 42 日以上経過した後に
発症した水痘は breakthrough varicella と呼ばれ 3）、
一般的には発熱を欠いたり、発疹数が少ないなど軽
症であることが多い。

Ⅱ. 水痘ワクチン導入の経過

　水痘に対する弱毒生ワクチン（Oka 株）は 1974 年
に日本で開発された 4）。国内では 1987 年から 1 歳
以上を対象に接種が可能となり、長く任意接種の位
置づけであったが、2012 年に日本小児科学会から 1

～ 2 歳において水痘ワクチン 2 回接種の推奨がなさ
れ、次いで 2014 年 10 月 1 日から定期接種対象疾患

（A 類疾病）に定められた。生後 12 ～ 36 か月に至
るまでの児を対象に、3 か月以上の接種間隔をあけ
て（標準的には 6 ～ 12 か月）2 回の接種を行う。
2014 年度は、生後 36 ～ 60 か月に至るまでの児に
も未接種の場合 1 回接種の経過措置がとられた。
　この接種スケジュールは、水痘の流行下において
は breakthrough varicella の罹患率が 45.5 ～ 63.9％
と高いこと、ならびに、接種後 1 年以上経過すると、
1 年以内と比べて breakthrough varicella 発症の頻
度が上昇すること 5）を受けて設定された。2 回の接
種間隔に関しては接種後の抗体価を評価した結果、
3 か月よりも 12 か月あけた方がより強いブースター
効果が得られることが示されている 6）。6 ～ 12 か月
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を標準的な接種間隔として周囲の流行状態を含めて
2 回目の接種時期を検討する。

Ⅲ. 国内の水痘疫学像の変化

1. 接種率の推移

　感染症流行予測調査 7）における予防接種状況から
1 ～ 19 歳の年齢別/年齢群別の水痘ワクチン接種率
の推移（2006 ～ 2018 年、接種歴不明を含む）を図 1
に示した。調査時期が毎年概ね 7 ～ 9 月のため、
2014 年 10 月導入の定期接種の影響は 2015 年以降
の値から読み取ることができる。
　2006 年時点では多くの年齢で 1 回以上接種率が
10 ～ 20％程度で、2 回接種者に至ってはほとんど
みられなかったが、徐々に 1 回以上接種率が上昇し、
2015 年度に 1 ～ 3 歳の 1 回以上接種率、2 回接種率
がともに急峻に上昇しており、以降定期接種対象者
が含まれる年齢群の接種率が上昇している。水痘ワ
クチン定期接種開始当時の 1 ～ 2 歳児は 2018 年度
調査時点で 5 ～ 6 歳児になっており、2018 年度の 1

回以上接種率は 1 ～ 6 歳において 70 ～ 85％程度、
2 回接種率は 6 ～ 12 か月の接種間隔を考慮して、
調査時点で 2 回の定期接種機会があったと考えられ
る年齢群 2 ～ 5 歳において約 60 ～ 70％で、定期接

種機会のなかった 2018 年時点 7 歳以上の世代に比
べて高い接種率を示した。
　また、崎山らの全国調査による累積接種率調査

（2018 年）においても、満 1 歳時点で水痘ワクチン
の接種率は 1 回目 94.2％（95％信頼区間：±0.7％）、
2 回目 70.3％（95％信頼区間：±1.4％）と高いことが
報告されている 8）。12 か月の接種間隔を考慮すると、
満 2 歳時点においては 2 回目の接種率がさらに高い
可能性が推察される。
　一方で、定期接種機会のなかった年長児に関して
は接種率は増加しているものの、2018 年時点で 7

～ 9 歳の 2 回接種率は 20％未満、10 代においては
1 回以上接種率が 30％ほどで、2 回接種率は 3％未
満と依然低値であった（図 1）。

2. 感染症発生動向調査　水痘小児科定点報告

　水痘は感染症法に基づく 5 類感染症に位置づけら
れ、感染症発生動向調査において 2 つのサーベイラ
ンスが実施されている。そのひとつが小児科定点報
告で、全国約 3,000 か所の小児科定点医療機関から
毎週の水痘患者数が届けられている。水痘ワクチン
の定期接種導入前から長期継続して実施されてお
り、定期接種導入前後の報告数の変化の評価に適し
ている。
　水痘は図 2 の小児科定点報告の週別定点あたり報

割合（%）

年齢/年齢群

図 1 1～ 19歳の水痘ワクチン接種率（接種歴不明を含む）の推移，2006～ 2018年度．
（感染症流行予測調査．）
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告数のグラフに示されるように、冬季から春を中心
に毎年大きな流行がみられていたが、2012 年の日本
小児科学会の推奨以降報告数のピークが緩やかに減
少し、2014 年の定期接種導入後速やかに減少した。
年間の定点あたり報告数は、2000 ～ 2011 年の年平
均 81.4 人/年（範囲 67.1－92.4 人）から導入後 3 年
の 2017 年時点で 19.0 人/年に減少し（－77％）9）、以
降も緩やかに減少がみられている（2019 年 18.0 人/
年）。人口動態統計（統計局．e-stat.go.jp）のデータ

によると、2000 年から 2017 年の間に 15 歳未満人口
は 16％減少していたが、定点あたりの水痘患者報
告数の減少はそれを大きく上回る著明な減少であ
り、定期接種導入の効果と言える（図 3）。
　図 3 で年齢群別の報告数に注目すると、2014 年
以降の水痘患者報告数の減少には 5 歳未満の報告数
の減少が大きく寄与したことが分かる。定期接種対
象年齢に至っていない 1 歳未満の減少も目立つ。1

歳未満の報告数について、2000 ～ 2011 年の年平均

図 3 感染症発生動向調査に基づく小児科定点あたり年齢別水痘患者年間報告数．2000～ 2019年．
2019年は暫定値（2020年 7月現在）
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図 2 感染症発生動向調査に基づく小児科定点あたり水痘患者報告数の推移．
2019年第 14週～ 2020年第 34週
点線矢印：日本小児科学会による水痘ワクチンの 2回接種推奨開始
実線矢印：水痘ワクチンの定期接種導入（1-2歳に 2回）
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と 2017 年を比較すると、定期接種対象年齢を含む
1 ～ 4 歳と同等の 88％の減少であった 9）。その後も
さらに減少が続いている。これに伴い、小児科定点
報告に占める 5 歳未満の割合は、2000 ～ 2011 年の
年平均 77％から 2017 年は 39％、2019 年にはさら
に低下して 30％となった（図 4）。1 歳未満での水
痘罹患は幼児に比べ致命率が高く1）、また、小児期
の帯状疱疹発症のリスクでもある 10）ことから、定
期接種導入により得られた乳児に対する間接効果は
単に水痘罹患者数の減少のみならず、重症度や予後
の観点からも VZV 感染症の疾病負荷の軽減に寄与
していると考えられる。
　一方で、年長児の報告数は 5 歳未満と異なる推移
を示している。5 ～ 9 歳群の発症数は 2000 ～ 2011

年の年平均に比べ 2017 年時点で 41％減少した。し
かし、2019 年には 2 回の定期接種機会のあった出
生年群がすでに 7 歳となっているものの、2015 年
以降 5 ～ 9 歳群の報告数はほぼ横ばいで推移してい
る（定点あたり 9.7 ～ 10.1）。結果として相対的に 5

～ 9 歳群の割合が増加して流行の中心的年齢となっ

てきている。
　さらに、小児科定点報告には 10 ～ 19 歳群も少数
ながら含まれている。実際には 10 ～ 19 歳で水痘を
発症すると、内科や皮膚科を受診する可能性もあり、
小児科を受診するのは一部であると推察される。こ
の年代の罹患状況の全体像を小児科定点報告で把握
することは困難であるが、この年代の定点あたり報
告数は減少がみられていない。今後の変化を注視し
ていく必要がある。

3. 感染症発生動向調査　水痘入院例全数報告

　もうひとつのサーベイランスである水痘入院例全
数報告は、定期接種導入直前の 2014 年 9 月 19 日（第
38 週）から開始された。水痘に罹患し 24 時間以上
入院した者は年齢を問わず全例届出対象である。ま
た、検査診断例に加えて、臨床診断のみでも報告対
象に含まれる。さらに、他疾患で入院中に水痘を発
症し、かつ、水痘発症後 24 時間以上入院した場合
も届出対象となる。水痘入院例全数報告の目的のひ
とつに、年長児・成人の重症水痘症例数のモニタリ

図 4 感染症発生動向調査に基づく小児科定点年間報告数と年齢分布．2000～ 2019年．
2019年は暫定値（2020年 7月現在）
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ングが挙げられる。また、予防接種歴、推定感染源、
合併症等の情報も併せて届けられており、入院を要
した重症例の背景を把握するために有用な情報が
得られている。
　水痘入院例のうち、2019 年時点で成人が 73％を
占めた（2020年7月暫定値）。水痘入院例の報告数は、
全数届出制度が周知されてきた影響もあり多くの年
齢群で増加傾向であるが、定期接種対象年齢が含ま
れる1～2歳群、3～4歳群では減少した。新規のサー
ベイランスでは、届出制度が広く認知されるまで報
告数が過小評価となりやすい。その影響を正確に判
断することは困難であるが、少なくとも 1 歳以上 5

歳未満では経年的に報告数が減少したことが示唆さ
れる（図 5）。

4. 水痘入院例の水痘ワクチン接種状況（図 6）と
　 推定感染源（図 7）

　先に示した感染症流行予測調査に基づく予防接種
状況の情報から、近年は定期接種対象者を含む年齢
群では 2 回接種者が多くを占めるようになってき
た。これに対し、水痘入院例の 1 ～ 4 歳群の接種回
数別の割合は、「なし」55％、「1 回」27％、「2 回」7％、

（「あり回数不明」0.6％、「不明」11％）と、割合の順

が一般集団（「2 回」59.5％、「1 回」29.5％、「なし」
5.6％（「あり回数不明」3.8％、「不明」14.9％），2018

年度感染症流行予測調査））と逆転していた。ワク
チンの 2 回接種が重症化予防に有効であることを示
唆するものと考えられた。
　一方で、1 ～ 4 歳群、5 ～ 9 歳群ともに 1 回接種
者が報告数の 30％前後を占め、breakthrough vari-

cella の存在が示された。定期接種導入後の 2015 ～
2016 年に実施された Hattori らによる国内の水痘
ワクチン（Oka 株）の有効性に関する症例対照研究
では、1 回接種、2 回接種それぞれの有効性（vaccine 

effectiveness）は補正値で 76.9％（95％信頼区間 58.1

～ 87.3％）、94.7％（95％信頼区間 86.0 ～ 98.0％）と
報告されている 11）。2 回接種率をより高く維持する
ことで breakthrough varicella を含む水痘発症の予
防と流行の抑制が期待される。
　また、水痘入院報告例のうち 26％（535 人）で推
定感染源に関する記載があり、そのうち 39％が帯
状疱疹患者からの感染が推定されると報告された。
特に、20 ～ 49 歳入院例の 47％、50 ～ 69 歳入院例
の 75％が帯状疱疹からの感染と推定されていた。
また、1 歳未満でもおよそ 4 分の 1 で推定感染源が
帯状疱疹患者であった（図 7）。感染源と考えられた

報告数（人）

図 5 水痘入院例  年齢群別報告数の推移（2014年第 38週＊～ 2019年第 52週）
＊2014年は第 38週～第 52週までの 14週間の報告数
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帯状疱疹患者は、主に患者の父母、祖父母、同僚、
医療・介護従事者の職場における担当患者等であっ
た。制約としては、一部の水痘入院例からの情報で
あり、報告バイアスが存在する可能性はあるが、今
後の感染対策において帯状疱疹に対する対策の重要
性を示唆する貴重な情報と考える。
　なお、水痘入院例の報告には 60 歳以上の高齢の
報告が多数含まれた。しかし、これまでの国内の水
痘流行状況、および、次に述べる年齢群別の抗体保
有状況を考慮すると、60 歳以上は多くの人が水痘
罹患歴を持つ世代と考えられる。すなわち、報告の
中に播種性帯状疱疹症例の紛れ込みが一定数存在す
る可能性が推察された。今後、届出基準のさらなる
周知が必要であると同時に、VZV 感染症の疾病負
荷把握の観点からは播種性帯状疱疹の実態把握も重
要な課題と考えられる。

5. 水痘抗体保有状況

　感染症流行予測調査では、2014 年度から年齢群
別の水痘抗体保有状況（酵素免疫法；EIA 法による）
の検討がなされている（https://www.niid.go.jp/niid/
ja/y-graphs/667-yosoku-graph.html）7）。2019 年度の
結果（図 8）では、6 ～ 11 か月齢群で最も低値を示
し、以後 2 歳まで急峻に上昇した。しかし、3 ～ 4 歳
群、5 ～ 6 歳群では 2 歳に比べ EIA 価 4 以上の割合
が低下していた。定期接種機会のあった世代にあた
り、実際の水痘患者数は明らかに減少しているが、
今後も継続的な抗体保有状況の評価が注目される。
なお、7 ～ 9 歳群以降は年齢が上がるにつれて抗体
保有割合も上昇し、35 歳以上の各年齢群では 95％
以上の抗体保有割合を示した。年長児から成人に関
しては多くが自然感染による抗体獲得と推察される。

Ⅳ. 水痘感染対策における今後の課題

1.  Breakthrough varicella と年長児・成人の
水痘罹患

　先述の通り、定期接種機会のあった世代において
も、主に 1 回接種者で breakthrough varicella がみ
られている。2019 年時点では 5 ～ 9 歳群の半数は
すでに定期接種機会のあった世代となりつつある
が、小児科定点報告において報告数が下げ止まって
いる。小児科定点報告では罹患者の接種歴の情報は
得られないが、breakthrough varicella の発生が含
まれている可能性も想定される。今後、水痘の流行
の抑制により水痘に対する免疫のブースターの機会
となっていた野生株 VZV との接触が減ることで、
二次性ワクチン不全を来す可能性が指摘されてい
る。定期接種導入後、短期間ながら既にワクチン 1

回接種歴ありの中学 1 年生、高校 1 年生における水
痘幾何平均抗体価が 2015 年度、2016 年度に比べ
2017 年度時点では低下がみられたとの報告 12）もな
されている。水痘流行の抑制が不十分であると水痘
のアウトブレイク発生のリスクとなる。
　また、水痘ワクチンの定期接種機会のなかった年
長児や成人の水痘罹患の増加、すなわち水痘罹患年
齢の上昇が懸念されている。実際、図 1 に示され
たように 10 代の予防接種率は非常に低いままであ

図 7 水痘入院例  年齢群別  推定感染源の病型
（2014年第 38週～ 2019年第 52週）
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り、水痘ワクチン未接種の年長児や若年成人が流行
抑制により感染を免れて、かつ、対策をとらないま
まであると、今後感受性者の多い世代として残って
しまう可能性がある。成人での水痘罹患は重症化の
リスクであり、長期的にみると、感受性者が多い成
人集団の中での水痘アウトブレイクとそれに伴う重
症例の増加が懸念される。
　より確実な水痘予防と流行の抑制には 2 回のワク
チン接種率を高く維持する必要がある。モデリング
による検討では中程度（30 ～ 70％）の接種率が長期
間維持されると、罹患年齢のシフトにより水痘関連
の死亡率と罹患率が増加する可能性が指摘されてい
る。一方で、80％以上の接種率が維持される場合に
は罹患年齢の変化による罹患率の増加のリスクはほ
とんどみられないとされている 13）。接種率を高く維
持することで個人予防にとどまらず、より有効な集
団免疫としても寄与することを示唆している。
　今後、定期接種対象者における 2 回の接種率を高
く維持するとともに、サーベイランスによる年長者
の水痘報告数の注視、さらにキャッチアップ接種等、
年長児、成人の感受性者対策が望まれる。

2. 帯状疱疹予防

　前述のとおり、帯状疱疹患者は水痘の重要な感染
源となっている。
　国内の帯状疱疹の罹患率は、水痘ワクチン定期接
種導入以前から、国内における 60 歳以上の帯状疱
疹患者数の増加、罹患率の上昇が複数の長期にわた
るコホート研究により指摘されていた 14, 15）。さらに、
定期接種導入後、小児における水痘流行抑制により
ブースター機会の減少による帯状疱疹患者の増加の
可能性が議論されている。既に定期接種化後 2014

年から 2017 年の間に子育て世代の 20 ～ 49 歳にお
ける帯状疱疹の罹患率の年ごとの上昇の割合が他の
年齢群に比べ大きくなっていることが報告されてい
る 16）。
　ノルウェーにおけるモデリングによる検討では、
水痘、帯状疱疹の併行した予防策の重要性が示され
ている。その検討によると、これまでの水痘の罹患
状況から、小児への水痘ワクチン定期接種を単独で
実施した場合には、水痘罹患率は総じて減少するも
のの、帯状疱疹の発症率は一過性に増加し、70 年

図 8 年齢/年齢群別の水痘抗体保有状況 , 2019年＊2．（2019年度感染症流行予測調査．）
＊2  主に 2019年 7～9月に採取された血清の測定結果：2020年 7月現在暫定値
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後になってやっと定期接種導入前の半分となると算
出されている。しかし帯状疱疹ワクチンを併行して
導入すると、帯状疱疹ワクチンの接種率が高い場合、
帯状疱疹発症率の上昇の程度が抑制される。さらに、
不活化帯状疱疹ワクチンの予防効果の持続期間が長
いほど水痘ワクチンの定期接種導入後の帯状疱疹発
症率の増加を抑制できる可能性が示されている 17）。
不活化帯状疱疹ワクチンは比較的新しいワクチンの
ため、今後のさらなる知見が待たれる。
　現在、日本においても 2 種類の帯状疱疹予防のた
めのワクチンが使用可能となった。2016 年 3 月に
乾燥弱毒水痘生ワクチンの効能・効果に「50 歳以
上の者に対する帯状疱疹の予防」が追加され、また、
乾燥組み換え帯状疱疹ワクチン（サブユニットワク
チン）が 2018 年 3 月に承認、2020 年 1 月に販売が
開始された。サブユニットワクチンは免疫不全者も
含めて接種が可能で、50 歳以上を対象に 2 回、筋
肉内接種を行う。
　VZV 感染症の制御においては長期的視野で水痘
予防、帯状疱疹予防を両輪で進めてゆくことが望ま
れる。

3. 海外の流行・予防接種状況

　世界で水痘ワクチンを定期接種に導入している国
は、2020 年 1 月現在 40 か国（部分的導入国を含む．
他、リスクを有する人のみ対象とする 8 か国）18）と依
然一部の国にとどまっており、アジア諸国では導入
しているのは日本と韓国に限られている。また、水
痘の特徴として熱帯地域では水痘は小児期後半から
青年期に罹患することが多く、思春期から若年成人
の感受性者の割合が大きいことが知られている 2, 19）。
　国際的な往来が増加しているなか、国内語学学校
への海外からの留学生の中で発生した水痘アウトブ
レイクの報告もなされている 20）。国内で成人での水
痘や帯状疱疹患者が増加すれば、海外からの留学生
や研修生が国内で接触、水痘に罹患するといった同
様の事例が今後も引き続き発生する可能性は否定で
きない。受入施設等の関係機関への情報提供ととも
に双方の感受性者対策が重要である。

おわりに

　2014 年 10 月の水痘ワクチンの定期接種導入後、

定期接種対象年齢の水痘患者数は早期に著明に減少
した。しかし、さらなる VZV 感染症の制御にはサー
ベイランスによる発生動向の注視とともに水痘ワク
チンの 2 回接種率を高く維持すること、年長児、成
人の感受性者対策、帯状疱疹ワクチンの活用といっ
た、水痘、帯状疱疹の 2 つの病態それぞれに対する
予防のアプローチを要する。
　水痘、帯状疱疹ともに合併症を含めた疾病負荷は
大きく対策の意義は大きい。長期的な視野での積極
的な取り組みが望まれる。
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